ラオスにおけるフェアトレードの取り組み : フェアトレード・コーヒーを中心として by 石川 和男


























年までの「後発開発途上国脱却」を目標に掲げた。そして 2011 年の党大会では、2015 年まで
年間 8%以上の経済成長率と 1 人あたり GDP1,700 ドルの達成を目指すことを目標として採択
した（三菱 UFJ［2014］p.4）。2015 年の経済成長率は 7.56%となり、GDP も 1,700 ドルを超
えたことから、この目標はほぼ達成されているといえる。 
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＜図表 1 ASEAN 加盟国の経済概況＞ 
国名 













ブルネイ 5,765 0.1 417 0.1 151 0.6 36,607 29 
カンボジア 181,035 4.1 15,328 2.5 166 0.7 1,081 23 
インドネシア 1,860,360 41.9 254,455 40.7 8,886 36.9 3,534 28 
ラオス 236,800 5.3 6,689 1.1 117 0.5 1,693 21 
マレーシア 330,252 7.4 29,902 4.8 3,269 13.6 10,804 26 
ミャンマー 676,577 15.3 53,437 8.5 628 2.6 1,221 28 
フィリピン 300,000 6.8 99,139 15.9 2,849 11.8 2,865 22 
シンガポール 710 0.0 5,507 0.9 3,081 12.8 56,319 38 
タイ 513,120 11.6 67,726 10.8 3,738 15.5 5,445 34 
ベトナム 331,051 7.5 92,423 14.8 1,860 7.7 2,053 28 
アセアン 4,435,670 100.0 625,023 100.0 24,745 100.0 3,991 28 
（出所）IMF、ASEAN 事務局などから DMS が作成したものを筆者抜粋 
 
 ラオスにおいて所得水準が低い理由として、農業への依存度が高いことがあげられる。雇用




［2014］p.5）。図表 2 からわかる通り、ASEAN ではラオスはカンボジアと同程度の農業部門
での雇用率が高く、ベトナムと比較すると 20%以上も上回っている。 
 









（出所）ADB[2013], Key Indicators for Asia and the Pacific 
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 ラオスには約 50 民族が住んでおり、言語では大きく 4 グループに分かれる。ラオスの農村
と農家の規模については、各村落は 50～130 世帯程度で構成されている。そして、世帯規模は


























 ボーラヴェーン高原は、チャムパーサック、サーラヴァン、アッタプー、セーコーンの 4 県
ににまたがる約 500k ㎡の地域である。この地域は海抜 600~1,300m に位置し、気候は比較的
冷涼である。ボーラヴェーン高原の中心は、海抜 1,200m にあるチャムパーサック県パークソー
ン郡である。同県はラオス国内でも有数の穀倉地帯であるが、パークソーン郡の位置する東側
－ 69 － 
はコーヒー栽培が盛んである（箕曲［2015］pp.78-79）。この地域には、かなり以前から隣国
タイからコーヒー豆の卸売業者や集荷業者の進出が見られた。 
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は標高 1,000m 以上、年間降雨量 1,200~1,500mm、年間平均気温 20～24℃の気候帯で、その
品質を最大限に生み出されている。先にあげたボーラヴェーン高原のコーヒー産地であるチャ
ンパサック県パクソン郡は、標高 1,200m で年間平均気温 19.5℃、最高気温 23℃、最低気温








種カティモールは 800m 以上、ロブスタ種は 600m 以上の高地で栽培されている。収量は、南
部農林業研究普及センターによると、生豆で①ロブスタ種は 1~1.5 トン/ha、②アラビカ種カ
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 コーヒーの栽培技術については、アラビカ種とロブスタ種の栽培方法は、基本的には変わら
ず、6～8 ヵ月の苗木を移植し、18 ヵ月～3 年目で収穫可能となる。そして、コーヒー栽培に
は 2 通りあり、①小農の伝統的な栽培方法により、農作業は人力で実施する規模で平均 4～5ha
の栽培面積によるもの、②企業的経営規模で大型機械や重機を使用して実施する規模で 1,000
～3,000ha の栽培面積によるもの、である。前者の場合、1 年目にかかる費用は 1,000 万キー
プ/ha、2 年目の費用は 700 万キープ/ha、後者の企業規模による事業では、1 年目 2,400 ドル/ha、










フェアトレードの歴史を 1880 年代のイギリスにまで遡るというものである。19 世紀末のイギ
リスでは、自由に輸入される安価な外国製品の氾濫により、国内産業が脅かされ、雇用機会の








（Trentmann [2008] p.257）。 
 また、フェアトレードの起源を 1946 年にアメリカでプエルトルコからの刺繍製品購入とす
る指摘がある。ここではイギリスやオランダでも、手工芸品等をフェアトレードにより購入す
る試みが始まったとしている。1980 年代には、オランダの教会が運営していた NGO が、多く
の消費者に購入してもらう手段としてフェアトレードラベルを考案し、1988 年にオランダでラ
ベル使用が始められた。同様のラベリング運動は、ドイツ、イギリス、アメリカ等へも拡大し







 さらにフェアトレード運動自体は、1950 年代から 60 年代に欧米 NGO の活動を嚆矢とする
という指摘もある。それがわが国でも「草の根貿易」として裾野を拡大し、民間会社組織が手
がけることも多いとされる（日経新聞 2001.4.4）。本格的な日本へのフェアトレード概念やそ








































 世界には、コーヒーの生産者が 2,500 万人存在するとされる。また、先進国ではほとんど生
産されていないため、生産者のほとんどは途上国の農業従事者であり、彼らの 7 割が小規模な
家族農家である（Petchers and Harris [2008] p.50）。コーヒーの輸出金額は、熱帯地方産一次





























































機関がある。日本の場合は、JAS 規格で有機 JAS 認定を受ける。ラオスにはヨーロッパの有
機認定を受けたコーヒーが 2 件ある。フェアトレードコーヒーは、小規模生産者の社会的・経









(3) JCFC（Jhai Cafe Farmer Cooperative）の活動 
 ラオスにおいてフェアトレード認証されたコーヒーである Jhai Café は、アメリカの NGO
である Jhai Foundation により、2000 年に設立された。1997 年に設立された同 NGO は、サ
ンフランシスコに代表事務所を置き、ラオスの首都ヴィエンチャンに現地事務所を置いている。
Jhai はラオ語で「心」を意味している。Jhai Foundation が行う事業の受益者は、農村部の家
族や起業家であり、村落やスラムで彼らとパートナーシップを築き、彼らを起業家に育て、彼
らが自らのビジネスを行う支援をしている（箕曲［2015］pp.147-148）。Jhai Café の設立当初
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は、パークソーン郡の中心地から 3km 南東に位置するマークモー村であった。マークモー村





 FLO 認証獲得のため、フリーの貿易コンサルタントが 2004 年に 1 年間、ラオスに滞在し、
産地の状況を視察し、最終的に FLO 認証を獲得し、フェアトレード市場に豆を販売すること
を提案した。そして、2005 年 2 月に FLO 認証を獲得し、Jhai Café はラオスで初めてフェア

















 JCFC の豆の輸出先は、主に 6 カ所である。設立当初の 2001 年から 2004 年の間において豆
を買い取っていたのは、アメリカの Thanks Giving Coffee である。ティピカのみを購入して
たため、JCFC がカティモールを含めて販売するようになったことから、買い取りを断念した。
2005 年からは、Lao Mountain Coffee（LMC）となった。これはラオスに拠点を置き、ラオ
ス国内とカナダで販売する小規模会社が、さまざまな精製方法に分けて買い取っている。LMC
は JCFC のみから豆を買い付けているため、組合の第 1 の支援者となっている。一方、FLO






これも 2010 年には停止しているそうである（箕曲［2015］pp.158-159）。 
 
(4) フェアトレードにおける課題 
 JCFC は 2005～2006 年にかけては、FLO の枠組みに則って生豆を輸出しており、それによ
り FLO が課している割増金を輸入業者から受領していた。FLO の規則によれば、1 ポンドあ
たり 2007 年までは 5 セント、2008 年から 10 年までは 10 セントの割増金が生産協同組合に入
り、組合に加盟している構成員全体の利益になる用途に使用されなくてはならないとされてい
る。表向きには割増金によって、2006 年には脱穀機、サイズ選別機、重力選別機、いすゞの自
動車各 1 台を購入している（箕曲［2015］p.160）。また JCFC は、国際 NGO 主導の協同組合
であり、12 村で展開しており、FLO の認証を獲得している。 
 フェアトレードは、不公正な貿易是正を目標とするため、生産地での仲買人活動の規制を意
味する。ただ、当該仲買人が地元有力者である場合、そこで発生する問題についても考えをめ










 今回われわれが訪問した JCFC が展開する coffee house では、現在 JCFC には 63 の村で
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価格で直接買取が行われることで、JCFC は世界市場と直接繋がり、人間の尊厳が保たれるこ
























（写真 3 筆者撮影） 
 




た。ヨーロッパのフェアトレードを手がける NGO は、認証したコーヒー生産団体が、2002 年
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3) 特にレギュラーコーヒーよりもインスタントコーヒーの方が利益率が高い（Talbot [2004] p.181、Petchers 
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